




第107期中

（ ）平成21年4月１日から
平成21年9月30日まで

第106期中

（ ）平成20年4月１日から
平成20年9月30日まで
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28,030
19,414

（ 13,226）
（ 6,011）
3,204
3,156
2,254
23,329
2,321

（ 1,864）
1,107
3,426
14,345
2,128
4,700
15
0
6
9

440
27
413

4,276

714

△ 293

719
1,139
281
2,855

16

14,100
6,271
91,317
△ 357
111,332
12,582
△ 658
2,950
14,874
14

4,338
130,559

2,345,255

93,549
4,402
17,036
31

5,862
799,672
1,390,461

440
24,600
23,586
1,048
4,448
10,918

△ 30,721
△ 82

2,345,255

2,040,661
133,929

－
4,951
18

14,872
10

5,826
31
300
527
2,647
10,918

2,214,696

中間連結財務諸表

資産の部
第107期中

（平成21年9月30日）

49,604
27,495
21,592
100
7,658

788,404
1,318,258

655
31,978
25,261
660

11,072
11,208

△ 33,201
△ 0

2,260,749

第106期中
（平成20年9月30日）

現金預け金
コールローン及び買入手形
買入金銭債権
商品有価証券
金銭の信託
有価証券
貸出金
外国為替
その他資産
有形固定資産
無形固定資産
繰延税金資産
支払承諾見返
貸倒引当金
投資損失引当金

資産の部合計

中間連結貸借対照表

負債の部

2,013,160
56,667
21,922
9,042
101

18,225
－

5,775
244
355
340
2,802
11,208

2,139,846

預金
譲渡性預金
債券貸借取引受入担保金
借用金
外国為替
その他負債

退職給付引当金
役員賞与引当金

役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶発損失引当金
再評価に係る繰延税金負債
支払承諾
負債の部合計

（単位：百万円）

（注）中間連結貸借対照表の注記はP19に掲載しています。

第107期中

（ ）
経常収益
資金運用収益
（うち貸出金利息）
（うち有価証券利息配当金）
役務取引等収益
その他業務収益
その他経常収益

経常費用
資金調達費用
（うち預金利息）
役務取引等費用
その他業務費用
営業経費
その他経常費用

経常利益又は経常損失（△）
特別利益
固定資産処分益
償却債権取立益

特別損失
固定資産処分損
減損損失

税金等調整前中間純利益又は
税金等調整前中間純損失（△）

法人税等の更正、決定等による
納付税額又は還付税額

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額
法人税等合計
少数株主利益又は少数株主損失（△）

その他の特別利益

中間純利益又は中間純損失（△）

中間連結損益計算書
（単位：百万円）

平成21年4月１日から
平成21年9月30日まで

29,248
20,334

（ 13,579）
（ 5,714）
3,481
3,280
2,152
32,687
3,860

（ 2,835）
1,035
6,261
14,131
7,398

△ 3,438
45
0
44
－
403
201
201

△ 3,796

722

－

△ 1,791
△ 1,069
△ 66

△ 2,660

第106期中

（ ）平成20年4月１日から
平成20年9月30日まで

（注）中間連結損益計算書の注記はP19に掲載しています。

純資産の部

14,100
6,271
89,043
△ 352
109,063
5,147
△ 250
3,098
7,995
－

3,844
120,902

2,260,749

資本金
資本剰余金
利益剰余金
自己株式
株主資本合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
土地再評価差額金
評価・換算差額等合計
新株予約権
少数株主持分
純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

△336

△37
20
△16
△352

△354

△5
2
△2

△357

中間連結株主資本等変動計算書
（単位：百万円）

14,100

－
14,100

6,271

－
6,271

14,100

－
14,100

6,271

－
6,271

92,299

△580
△2,660
△4
△10
－　

△3,256
89,043

89,058

△579
2,855
△0
102
△118
2,258
91,317 

株主資本
資本金
前期末残高
当中間期変動額
当中間期変動額合計
当中間期末残高
資本剰余金
前期末残高
当中間期変動額
当中間期変動額合計
当中間期末残高
利益剰余金
前期末残高
当中間期変動額
剰余金の配当
中間純利益又は中間純損失（△）
自己株式の処分
土地再評価差額金の取崩
連結子会社株式の売却による持分の増減

当中間期変動額合計
当中間期末残高

自己株式
前期末残高
当中間期変動額
自己株式の取得
自己株式の処分
当中間期変動額合計
当中間期末残高
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17

4,276

1,104
413

△ 1,604
81
10

△ 15
△ 235
△ 45
91

△ 19,414
2,321
△ 978
94

△ 305
27

△ 23,248
28,297
56,945

△ 30,414
△ 122

△ 768,880
49,750
683,137
△ 1,000
△ 462
68

△ 117
△ 37,502

△ 579
△ 8
△ 5
1

△ 591
△ 13
7,632
84,858
92,491

△ 512,683
16,497
434,704
△ 4,000
△ 2,441

503
△ 7

△ 67,427

△ 580
△ 8
△ 37
16

△ 609
△ 27
4,047
43,219
47,266

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
有価証券の償還による収入
金銭の信託の増加による支出

有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出
投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー
配当金の支払額
少数株主への配当金の支払額
自己株式の取得による支出
自己株式の売却による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の中間期末残高
（注）中間連結キャッシュ・フロー計算書の注記はP19に掲載しています。

8,044
－
50
319

19,508
△ 2,397
△ 8
2,790
45,588
152

45,740

コールローン等の純増（△）減
債券貸借取引受入担保金の純増減（△）
外国為替（資産）の純増（△）減
外国為替（負債）の純増減（△）
資金運用による収入
資金調達による支出
商品有価証券の純増（△）減
その他
小計
法人税等の支払額又は還付額（△は支払）
営業活動によるキャッシュ・フロー

36,211
14,424
△ 432
57

20,269
△ 3,435
△ 74

△ 1,538
73,730
△ 1,618
72,112

112,335

△580
△2,660
△37
16
△10
－

△3,272
109,063

13,584

△8,436

△8,436
5,147

109,076

△579
2,855
△5
1

102
△118
2,256

111,332

△992

13,574

13,574
12,582

△587

336

336
△250

3,087

10

10
3,098

△767

108

108
△658

3,053

△102

△102
2,950

株主資本合計
前期末残高
当中間期変動額
剰余金の配当
中間純利益又は中間純損失（△）

自己株式の取得
自己株式の処分
土地再評価差額金の取崩
連結子会社株式の売却による持分の増減
当中間期変動額合計
当中間期末残高

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
前期末残高
当中間期変動額

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

当中間期末残高
当中間期変動額合計

繰延ヘッジ損益
前期末残高

当中間期変動額

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計
当中間期末残高
土地再評価差額金
前期末残高
当中間期変動額

当中間期変動額合計

当中間期末残高

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

16,084

△8,089

△8,089
7,995

－

－

－
－

3,919

△75

△75
3,844

1,293

13,580

13,580
14,874

－

14

14
14

3,941

397

397
4,338

132,339

△580
△2,660
△37
16
△10
－

△8,164

△11,436
120,902

114,310

△579
2,855
△5
1

102
△118

13,992

16,248
130,559

評価・換算差額等合計
前期末残高
当中間期変動額

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計
当中間期末残高

当中間期変動額合計
当中間期末残高

純資産合計
前期末残高
当中間期変動額
剰余金の配当
中間純利益又は中間純損失（△）

自己株式の取得
自己株式の処分

少数株主持分
前期末残高
当中間期変動額

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計
当中間期末残高

新株予約権
前期末残高
当中間期変動額

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

土地再評価差額金の取崩
連結子会社株式の売却による持分の増減

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計
当中間期末残高

中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

第107期中

（ ）
営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益又は　
税金等調整前中間純損失（△）
減価償却費
減損損失
貸倒引当金の増減（△）
投資損失引当金の増減額（△は減少）
役員賞与引当金の増減額（△は減少）
退職給付引当金の増減額（△は減少）
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△）
偶発損失引当金の増減（△）
資金運用収益
資金調達費用
有価証券関係損益（△）
金銭の信託の運用損益（△は運用益）
為替差損益（△は益）
固定資産処分損益（△は益）
貸出金の純増（△）減
預金の純増減（△）
譲渡性預金の純増減（△）
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減

平成21年4月１日から
平成21年9月30日まで

△ 3,796

896
201
5,811
0

△ 18
37
△ 6
112
151

△ 20,334
3,860
1,636
135
△ 41
200

△ 12,555
15,997
15,746
1,536

△ 1,325

第106期中

（ ）平成20年4月１日から
平成20年9月30日まで

（注）中間連結株主資本等変動計算書の注記はP19に掲載しています。
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1.  連結の範囲に関する事項
（1） 連結子会社　７社

会社名
株式会社秋銀ビジネスサービス
秋銀不動産調査サービス株式会社
株式会社秋田グランドリース
株式会社秋田保証サービス
株式会社秋田ジェーシービーカード
株式会社あきぎんオフィスサービス
株式会社秋田国際カード
なお、株式会社あきぎんオフィスサービスは、平成21年９月30日をもって解散し、現　
在清算中であります。

（2） 非連結子会社
会社名
投資事業有限責任組合あきた地域活性化支援ファンド一号
非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額)、利益剰余
金（持分に見合う額)および繰延ヘッジ損益（持分に見合う額)等からみて、連結の範
囲から除いても企業集団の財政状態および経営成績に関する合理的な判断を妨げない
程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

2.  持分法の適用に関する事項
（1） 持分法適用の非連結子会社

該当ありません。
（2） 持分法適用の関連会社

該当ありません。
（3） 持分法非適用の非連結子会社

会社名
投資事業有限責任組合あきた地域活性化支援ファンド一号
持分法非適用の非連結子会社は、中間純損益（持分に見合う額)、利益剰余金（持分
に見合う額) および繰延ヘッジ損益（持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除
いても中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いておりま
す。

（4） 持分法非適用の関連会社
該当ありません。

3.  連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。
９月末日　７社

4.  会計処理基準に関する事項
（1） 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定)により行ってお
ります。

（2） 有価証券の評価基準及び評価方法
（イ） 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法
（定額法)、持分法非適用の非連結子会社株式（および出資金)については、移動平均法
による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては、中間連結決算日の
市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定)、時価のな
いものについては、移動平均法による原価法または償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理してお

ります。
（ロ） 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用さ
れている有価証券の評価は、時価法により行っております。

（3） デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（4） 減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物

（建物附属設備を除く。)については定額法)を採用し、年間減価償却費見積額を期間に
より按分し計上しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物：３年～50年
その他：３年～20年
連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定
率法により償却しております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェア
については、当行および連結子会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づい
て償却しております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」および「無形固定
資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。な
お、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保
証額とし、それ以外のものは零としております。

（5） 貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお
ります。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実
務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号)に規定する正常先債権
および要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期
間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破
綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証
による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。
破綻先債権および実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分
可能見込額および保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定
部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要
と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

（6） 投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態
等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

（7） 役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見
込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。

（8） 退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職
給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生してい
ると認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は、各
連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

（9） 役員退職慰労引当金の計上基準
連結子会社の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役
員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計期間末までに発生している
と認められる額を計上しております。

（10）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し利益計上を行った睡眠預金の払戻請求
に備えるため、必要と認められる額を計上しております。

（11）偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、信用保証協会に対する責任共有制度に基づく負担金の支払いに備
えるため、過去の実績に基づき、将来の支払見込額を計上しております。

（12）外貨建資産・負債の換算基準
外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

（13）リース取引の処理方法
（借手側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月
１日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた
会計処理によっております。
（貸手側）
リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成19
年３月30日）適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）第81
項に基づき、同会計基準適用初年度の前連結会計年度末における固定資産の適正な帳
簿価格（減価償却累計額控除後）をリース投資資産の期首の価額として計上しており
ます。

（14）重要なヘッジ会計の方法
（ｲ）金利リスク・ヘッジ
当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行
業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第24号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘ
ッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象
となる有価証券・貸出金とヘッジ手段である金利スワップ取引を特定し評価しており
ます。
（ﾛ）為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法
は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによって
おります。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減
殺する目的で行う通貨スワップ取引および為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘ
ッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が
存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

（15）消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

5.  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の

「現金預け金」のうち現金および日本銀行への預け金であります。

追加情報
（ストック・オプション制度の導入）

当行は、平成21年５月14日開催の取締役会において、当行の常勤取締役に対する株式
報酬型ストック・オプション制度の導入を平成21年６月26日開催の第106期定時株主総
会に付議することを決議し同総会において承認されました。これにともない、当連結会
計年度から「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号平成17
年12月27日）および「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第11号平成18年５月31日）を適用しております。
なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

（役員退職慰労金制度の廃止）
当行は、平成21年５月14日開催の取締役会において、平成21年６月26日開催の第106
期定時株主総会終結時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、再任される取締役および
同総会後も引続き在任する監査役に対し、在任期間に応じた退職慰労金を打ち切り支給
することを決議し同総会において承認されました。これにともない、「役員退職慰労引
当金」を全額取り崩し、同引当金に計上しておりました同総会終結時までの未払額181
百万円および取締役を兼務しない執行役員に対する退職慰労金相当額12百万円を「その
他負債」に計上しております。
なお、連結子会社においては、従来どおり、退職慰労金の支給見積額のうち、当中間
連結会計期間までに発生していると認められる額を「役員退職慰労引当金」に計上して
おります。

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

3. 配当に関する事項
（1） 当中間連結会計期間中の配当金支払額

（2） 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会　
計期間の末日後となるもの

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係

平成21年9月30日現在
現金預け金勘定　　　 93,549百万円
無利息預け金　　　　　△ 598百万円
普通預け金　　　　　　△ 459百万円
現金及び現金同等物 92,491百万円

（リース取引関係）
１．ファイナンス・リース取引
（1） 所有権移転外ファイナンス・リース取引
① リース資産の内容
（ｱ）有形固定資産

主として、電算機付属機器や自動車等であります。
（ｲ）無形固定資産

ソフトウェアであります。
② リース資産の減価償却の方法
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4.会計処理基準に関する事項」
の「（4）減価償却の方法」に記載のとおりであります。

（2） 通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移転外ファイナン　
ス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および中間連結会計期間末残高相
当額
取得価額相当額
無形固定資産　　　　　 696百万円

減価償却累計額相当額
無形固定資産　　　　　 504百万円

中間連結会計期間末残高相当額
無形固定資産　　　　　 192百万円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間連結会計期間末残高が有形固定資産等の中
間連結会計期間末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっております。
・未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額

1年内 192百万円
1年超 －百万円
合計 192百万円

（注）未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額は、未経過リース料中間連結会計期
間末残高が有形固定資産等の中間連結会計期間末残高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法によっております。
・支払リース料および減価償却費相当額
支払リース料　　　　　　　　144百万円
減価償却費相当額　　　　　　144百万円
リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。

株式の種類

普通株式

配当金の総額
（百万円）

579百万円

配当の原資

利益剰余金

注記事項
（中間連結貸借対照表関係）
1. 有価証券には、非連結子会社の出資金218百万円を含んでおります。
2. 貸出金のうち、破綻先債権額は8,053百万円、延滞債権額は55,200百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ
の他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利
息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出
金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号の
イからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であり
ます。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権および債務者の経

営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金で
あります。
3. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３月
以上遅延している貸出金で破綻先債権および延滞債権に該当しないものであります。
4. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は858百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞債権に該当しない
ものであります。
5. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額および貸出条件緩和債権額の合計
額は64,112百万円であります。
なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

6. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取
扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処
理しております。これにより受け入れた商業手形および買入外国為替は、売却または
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は
7,100百万円であります。
7. ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度
委員会報告第３号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金
額のうち、中間連結貸借対照表計上額は、700百万円であります。
8. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 3,039百万円
未経過リース期間にかかわる
リース債権 2,625百万円
その他資産 50百万円
担保資産に対応する債務
預金 10,344百万円
借用金 1,560百万円
上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券84,095百万円を差し入れております。
また、その他資産のうち保証金は289百万円であります。

9. 当座貸越契約および貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行
の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度
額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残
高は、429,265百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものまたは任意の時
期に無条件で取消可能なものが429,265百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実

行残高そのものが必ずしも当行および連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を
与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全お
よびその他相当の事由があるときは、当行および連結子会社が実行申し込みを受けた融
資の拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後
も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約
の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
10. 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事
業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地
再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日
平成12年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の
計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法によ
り算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等によ
り合理的な調整を行って算出。

11. 有形固定資産の減価償却累計額
36,679百万円

12. 有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社
債に対する保証債務の額は2,370百万円であります。

（中間連結損益計算書関係）
1. 「その他経常費用」には、貸出金償却80百万円、貸倒引当金繰入額252百万円、株式等
償却122百万円および不良債権を一括売却したこと等による損失727百万円を含んでおり
ます。
2. 遊休資産、営業利益の減少によりキャッシュ・フローが低下した資産および地価が大
幅に下落した資産について、以下のとおり減損損失を計上しております。
地　　域　　主な用途　　　　　種　　類　　　減損損失
秋田県内　　営業店舗等　　土地建物等６か所 190百万円

遊休資産　　　土地建物等11か所 18百万円
秋田県外　　営業店舗等　　土地建物等２か所 203百万円
合　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　 413百万円

（うち建物　　 0百万円）
（うち土地　 412百万円）

資産のグルーピングの方法は、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、連
携して営業を行っている営業店グループは当該グループ単位）でグルーピングを行って
おります。また、連結子会社は各社を１つの単位としてグルーピングを行っております。
当中間連結会計期間の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額であ
ります。正味売却価額は重要な資産については「不動産鑑定評価基準（国土交通省　平
成19年４月２日一部改正）に基づき評価した価額、重要性の乏しい資産については、路
線価など市場価額を適切に反映している指標に基づいて算定した価額より処分費用見込
額を控除して算定しております。

（中間連結株主資本等変動計算書関係）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

新株予約権の目的となる株式の数（株）

区　分
新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

当　行
ストック・オプション
としての新株予約権

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間末

当中間連結会計期間

増　加 減　少

当中間連結会
計期間末残高
（百万円）

摘 要

14－

（決議）

平成21年11月12日
取締役会

１株当たりの
金額（円）

3.00円

効力発生日

平成21年12月10日

（決議）

平成21年6月26日
定時株主総会

株式の種類

普通株式

配当金の総額
（百万円）

579百万円

１株当たりの金額
（円）

3.00円

基準日

平成21年3月31日

効力発生日

平成21年6月29日

基準日

平成21年9月30日

（注）普通株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取請求による増加　　　　14千株
普通株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買増請求による減少　　　　 4千株

摘要
当中間連結会計
期間末株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間増加株式数

前連結会計年度
末株式数

発行済株式
193,936－－193,936普通株式
193,936－－193,936合計

自己株式
（注）659414649普通株式

659414649合計

（単位：千株）

16-21_秋銀中間ディスクロ_修正  10.1.18  4:35 PM  ページ19



業
績
の
ご
案
内
　
連
結�

１株当たり純資産額 円
円
円

１株当たり中間純利益金額
潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

当中間連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

652.97
14.77
14.77

20

（有価証券関係）
※1. 中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金およ
び「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権の一部を含めて記載しております。

※2. 「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」は、該当ありません。

1．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成21年９月30日現在）

（注） 時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

2．その他有価証券で時価のあるもの（平成21年９月30日現在）

（注）１． 中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等　
に基づく時価により計上したものであります。

２． その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に
比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認め
られないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額とすると
ともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理(以下「減損処理」と
いう。)しております。
当中間連結会計期間における減損処理額は、６百万円（うち株式６百万円）

であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄につ

いて、中間連結会計期間末日における時価が取得原価に比べて30％以上下落し
ている場合であります。減損処理は、当中間連結会計期間末日における時価が
取得原価に比べ50％以上下落した銘柄についてはすべて実施し、時価の下落が
30％以上50％未満の銘柄については、基準日前一定期間の時価の推移や発行会
社の財務内容などにより、個々に時価の回復可能性を判断し実施しております。

（追加情報）
金融資産のうち、変動利付国債については、当中間連結会計期間において実際の

売買事例が極めて少なく、売手と買手の希望する価格差が著しく乖離しているため、
市場価格を時価とみなせないと判断し、当中間連結会計期間においては、経営者の
合理的な見積りに基づく合理的に算定された価額を時価としております。
これにより、市場価格を時価として算定した場合に比べ、「有価証券」中の国債は

5,304百万円、「その他有価証券評価差額金」は3,161百万円それぞれ増加し、「繰延税
金資産」は2,143百万円減少しております。なお、これによる損益に与える影響はあ
りません。
変動利付国債の合理的に算定された価額は、固定利付国債の価格に整合的な割引

率と市場で評価されるスワプション・ボラティリティにフィットする金利の分散を
もとに将来の金利推移をモデル化したうえで、将来キャッシュ・フローを想定し、
算出した現在価値であり、国債の利回りおよびスワプション・ボラティリティが主
な価格決定変数であります。

3．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

（平成21年９月30日現在）

（金銭の信託関係）
1. 満期保有目的の金銭の信託（平成21年９月30日現在）
該当ありません。

2. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成21年９月30日現在）
該当ありません。

（その他有価証券評価差額金）
○その他有価証券評価差額金（平成21年９月30日現在）
中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおり

であります。

（デリバティブ取引関係）
（1） 金利関連取引（平成21年９月30日現在）

（注） 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上してお
ります。
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）等に基づき、ヘッジ会計を適用
しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

（2） 通貨関連取引（平成21年９月30日現在）

（注） 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上してお
ります。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適
用している通貨スワップ取引等および外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外
貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているものについては、上
記記載から除いております。

（3） 株式関連取引（平成21年９月30日現在）
該当ありません。

（4） 債券関連取引（平成21年９月30日現在）
該当ありません。

（5） 商品関連取引（平成21年９月30日現在）
該当ありません。

（6） クレジットデリバティブ取引（平成21年９月30日現在）
該当ありません。

（ストック・オプション等関係）
1. ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名
営業経費　14百万円

2. 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

評価差額
その他有価証券
その他の金銭の信託

（△）繰延税金負債
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）
（△）少数株主持分相当額
（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券
に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
その他有価証券評価差額金

20,434
20,434
―

7,852
12,582
―

―

12,582

金額（百万円）

区分

金融商品
取引所

店頭

―
―
―

△267
―
―

△267

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金利先物
金利オプション
金利先渡契約
金利スワップ
金利オプション
その他

合計

―
―
―

19,000
―
―

―

―
―
―

△267
―
―

△267

区分

金融商品
取引所

店頭

―
―
―
0

228
―
228

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨先物
通貨オプション
通貨スワップ
為替予約
通貨オプション
その他

合計

―
―
―
136
622
―

―

―
―
―
0

228
―
228国債

地方債
短期社債
社債
その他
合計

499
―
―
―
―
499

503
―
―
―
―
503

3
―
―
―
―
3

中間連結貸借対照
表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

満期保有目的の債券
その他有価証券
非上場株式
私募社債
外国株式
ゴルフ株

―

2,527
5,575
66
5

金額（百万円）

株式
債券
国債
地方債
短期社債
社債

その他
合計

38,066
664,981
242,276
182,455

―
240,250
73,394
776,442

47,328
678,275
248,947
185,848

―
243,478
71,272
796,877

9,262
13,293
6,671
3,393
―

3,228
△2,121
20,434

取得原価（百万円）
中間連結貸借対照
表計上額（百万円） 評価差額（百万円）

（セグメント情報）
1. 事業の種類別セグメント情報

（注）1. 一般企業の売上高および営業利益に代えて、それぞれ経常収益および経常利益を記載して
おります。

2. 「その他の業務」はクレジットカード業務等であります。

2. 所在地別セグメント情報
全セグメントの経営収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在
地別セグメント情報の記載を省略しております。
3. 国際業務経常収益
国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略
しております。

（１株当たり情報）

計その他の業務リース業務銀行業務

経常収益
28,0307562,63824,635（1）外部顧客に対する経常収益
1,061692229139（2）セグメント間の内部経常収益
29,0911,4482,86724,775計
24,4471,3312,51320,602経常費用
4,643

消去又は全社

－
（ 1,061）
（ 1,061）
（ 1,118）

57

連　結

28,030
－

28,030
23,329
4,7001173534,172経常利益

（単位：百万円）

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円

千株

130,559
4,352
14

4,338
126,206

193,277

当中間連結会計期間末
（平成21年９月30日）

付与対象者の区分および人数
株式の種類別のストック・オプションの付与数
付与日
権利確定条件
対象勤務期間
権利行使期間
権利行使価格
付与日における公正な評価単価

当行常勤取締役９名
普通株式　42,200株
平成21年7月31日
権利確定条件は定めていない
対象勤務期間は定めていない
平成21年８月１日から平成51年７月31日まで
１株当たり　 １円
１株当たり　334円

平成21年ストック・オプション

純資産の部の合計額
純資産の部の合計額から控除する金額
（うち新株予約権）
（うち少数株主持分）
普通株式に係る中間期末の純資産額
１株当たり純資産額の算定に用いられた
中間期末の普通株式の数

百万円
百万円
百万円
千株

2,855
―

2,855
193,283

当中間連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり中間純利益金額
中間純利益
普通株主に帰属しない金額
普通株式に係る中間純利益
普通株式の中間期中平均株式数

百万円
千株
千株

―
14
14

―

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額
中間純利益調整額
普通株式増加数
（うち新株予約権）

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間純利益金額の算
定に含めなかった潜在株式の概要

2. １株当たり中間純利益金額および潜在株式調整後１株あたり中間純利益金額の算定上　
の基礎は、次のとおりであります。

1. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
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21

8,053

55,200

－

858

64,112

平成21年9月30日

8,959

55,328

－

8,125

72,412

平成20年9月30日

破綻先債権額

延滞債権額

3ヵ月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

合計

リスク管理債権額（連結ベース）
（単位：百万円）

破綻先債権……………自己査定結果等に基づき未収利息を収益不計上とした貸出
金のうち、民事再生等の法的手続が取られているか、また
は、手形交換所の取引停止処分を受けたお取引先に対する
貸出金であります。

延滞債権………………自己査定結果等に基づき未収利息を収益不計上とした貸出
金のうち、「破綻先債権」に該当しない貸出金であります。

３ヵ月以上延滞債権…元金または利息の支払いが、３か月以上滞っている貸出金
であります。（破綻先債権・延滞債権を除く）

貸出条件緩和債権……経済的困難に陥ったお取引先の再建・支援をはかるために、
金利減免や返済方法の変更等を行っている貸出金でありま
す。（破綻先債権・延滞債権・３ヵ月以上延滞債権を除く）

（注）

（注） 自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づき、「銀行がその保有する資産等に照ら
し自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平成18年金融庁告
示第19号。以下、「告示」という。）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベース
の双方について算出しております。
なお、当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的

手法を採用しております。
１．告示第28条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど
償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。)で
あります。
２．告示第29条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有す
るものであります。
（1）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（2）一定の場合を除き、償還されないものであること
（3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（4）利払い義務の延期が認められるものであること

３．告示第29条第１項第４号および第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債
務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
４．告示第31条第１項第１号から第６号に掲げるものであり、他の金融機関の資本調達手段
の意図的な保有相当額、および第２号に規定するものに対する投資に相当する額が含まれ
ております。

項目 平成21年9月30日

基本的項目
（Tier１）

補完的項目
（Tier２）

控除項目

資本金

うち非累積的永久優先株

資本剰余金

新株式申込証拠金

自己株式申込証拠金

社外流出予定額（△）

その他有価証券の評価差損（△）

うち海外特別目的会社の
発行する優先出資証券

営業権相当額（△）

企業結合等により計上され
る無形固定資産相当額（△）
証券化取引に伴い増加した
自己資本相当額（△）

計　　　　　 （A）
うちステップ・アップ金利
条項付の優先出資証券（注1）

のれん相当額（△）

土地の再評価額と再評価の直前
の帳簿価額の差額の45％相当額

一般貸倒引当金

負債性資本調達手段等

うち永久劣後債務（注2）

うち期限付劣後債務及
び期限付優先株（注3）

計

うち自己資本への算入額（B）

自己資本額

控除項目（注4）（C）

リスク・アセット等

連結自己資本比率（国内基準）＝　　×100（％）

（A）＋（B）－（C）（D）

資産（オン・バランス）項目

オフ・バランス取引等項目

信用リスク・アセットの額（Ｅ）
オペレーショナル・リスク相当額
に係る額（（Ｇ）／８％）（Ｆ）
（参考）オペレーショナル・

リスク相当額（Ｇ）

計 （E）＋（F）

連結子法人等の少数株主持分

利益剰余金

自己株式（△）

新株予約権

為替換算調整勘定

14,100

－

－

6,271

91,317

357

－

579

－

－

14

4,338

－

－

－

－

－

115,105

－

2,519

5,802

－

－

－

8,321

8,321

6

123,421

925,507

10,840

936,348

68,841

5,507

1,005,190

12.27%

11.45%

平成20年9月30日

14,100

－

－

6,271

89,043

352

－

579

－

－

－

3,844

－

－

－

－

－

112,327

－

2,655

6,318

－

－

－

8,973

8,941

18

121,251

926,082

11,463

937,545

68,263

5,461

1,005,808

12.05%

11.16%（参考）Tier１比率＝　　　×100（％）

連結自己資本比率（国内基準）
（単位：百万円）

H
D

H
A
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